
公共交通利用推進等マネジメント協議会の今後のスケジュールについて
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全国・地方の両レベルで「公共交通利用推進等マネジメント協議会」を設置

公共交通機関の利便性向上、
利用円滑化等に関する取組み
の実施

モデル事業の実施、公共交通機関の
利便性向上への要望、従業員に対す
る啓発

交通事業者、企業へのモデル
事業等を通じた支援、利用者
への啓発活動

スケジュール
２月 ７月５月 ６月４月３月 ８月

第１回協議会の開催
（３／２３）

地方ブロック毎の協議会

（支援のあり方に関する意見交換、学識経験者による講演等）

京都議定書目標達成計画
閣議決定

改正省エネ法国会審議

京都議定書
発効（２／１６）

以後適宜開催

順次立ち上げ

１８年度予算要求
等への反映
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改正省エネ法国会提出
（３／１５）


